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トピックス1

31蔵元が統一ラベルの「秋田旬吟醸2021」を販売
� 〜秋田県酒造協同組合〜

秋田県酒造協同組合（齊藤雅人理事長）では、組合員である県内の31蔵元から各1銘柄を出品してもらい、統一ラベル
で販売する「秋田旬吟醸2021」の予約販売を行いました。

これは、新型コロナウイルスの感染拡大で日本酒の消費が落ち込む中、需要回復につなげようと昨年から始めた企画で
あり、今年が2回目となります。

昨年はわずか半日で予約が上限に達する好調ぶりだったことから、本数を約1.6倍に増やし、約25,000本を限定販売す
ることとし、各蔵元から県産米を使用した純米吟醸や純米大吟醸を出品いただきました。

今回は新たに、7月3日から同11日まで県内53の酒販店で先行予約を受け付けました。
その後、飲食店向けの予約受付期間を経て、8月1日から同17日まで、秋田県酒類卸の特設サイトで一般予約を受け付け

たところ、予定数量を上回る申込があったため、締め切り後に抽選を行い、当選者に通知しました。
当選者への発送は9月中旬を予定しており、購入者には特典としてお酒の紹介などが掲載された公式ブックレットが贈

られます。
同組合の需要開発委員会の伊藤洋平委員長は、「完売することができ、組合として大変嬉しい。日本酒を美味しく飲んで

いただき、コロナが終息したら、飲食店等で県産酒を楽しんでいただきたい。」と述べています。
組合では、今後も県産酒のPRを図っていくこととしています。

県庁での「秋田旬吟醸2021」のPRの様子 秋田県酒造組合HPにある特設サイト
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トピックス2

中小企業団体全国大会に向けた本県の要望事項
11月25日（木）に開催される第73回中小企業団体全国大会に向けた本県の要望事項についてご紹介します。この要望

事項は、東北・北海道中小企業団体中央会連絡協議会（ブロック協議会）で取りまとめられ、全国中央会の専門委員会の
審議を経て、全国大会へ上程されることとなっています。
※◎は各分野の重点要望項目です。

【総合】
中小企業の持続的な成長と生産性向上に向けた対策の強化

中小企業における持続的な成長と生産性向上に向け、支援施策の条件や範囲を拡充し、中小企業の成長に関する取り組みを広範
囲で支援できるように強化すること。

◎新型コロナウイルスショックからの景気回復対策に関する支援施策の強化・拡充について
新型コロナウイルスの影響が長引き、落ち込んだ経済を回復させるための支援がさらに必要であるため、景気回復対策について

は継続的に強化・拡充を図ること。
また、縫製業者への医療用ガウンの発注等国所管発注品の予算の確保や生産体制の構築、実質無担保・無利子融資の返済猶予の

延長、売上や従業員数などの企業規模を考慮した給付金の算定について配慮すること。

地方創生交付金等の拡充と恒久化
地方創生交付金は、地域経済を支える基盤づくりや地方へ人を呼び込む魅力づくり、少子高齢化対策や女性活用等、地域の実情

に合った施策を実施することができ、経済対策としての効果も期待できることから、地方創生推進交付金の要件緩和や対象の拡大
を図るとともに、財政基盤の脆弱な地方の自治体でも活用できるよう国の負担割合を増やした上で制度を恒久化すること。

中央会に対する予算措置の拡充・強化
令和3年度の予算編成にあたっては、地域経済や地域の雇用を担う中小企業・小規模事業者が持つ力やその可能性を存分に発揮

できるよう、実効性のある中小企業対策を講ずること。
併せて、中小企業団体中央会が組合等連携組織を通じた中小企業、小規模事業者の振興を実効あるものとしていくために、国及

び都道府県は中央会の事業費及び人件費についての予算措置を拡充・強化すること。

基本計画における未着工の新幹線の整備
新幹線は高速交通ネットワークの基軸となるものであり、地方創生や国の活力の向上等を進める上で欠かせないものであること

から、全国新幹線鉄道整備法において基本計画の段階にとどまっている奥羽・羽越新幹線などの「未着工新幹線」について、早期に
必要な調査を実施して整備計画としての決定を行い、整備の促進を図ること。

官公需対策の拡充
国等は、「中小企業者に関する国等の契約の基本方針」で示した中小企業・小規模事業者向けの契約目標額及び目標率について、

執行の平準化を図りつつ、必ず目標を上回る契約実績を達成するとともに官公需施策の一層の徹底を図ること。
また、採算性を度外視した落札が行われないよう最低制限価格制度を導入するほか、低入札価格調査制度を積極的かつ適切に運

用すること。

【税制】
中小法人及び協同組合の法人税のさらなる引下げ

中小企業組合の経営基盤の安定と事業活動の促進のため、中小法人及び協同組合の法人税の軽減税率を15％以下に引き下げ、恒
久化を図り、適用所得金額（現行800万円以下）を撤廃すること。

また、企業組合及び協業組合は、事業協同組合等と同様に中小企業の事業の改善・合理化を図るための組織であるにもかかわら
ず、株式会社等と同様の税率が適用されていることから、事業協同組合等と同様の軽減税率を適用すること。

◎インボイス制度導入に関する事務負担の軽減
令和5年10月から導入される適格請求書等保存方式（インボイス制度）の運用については、中小企業・小規模事業者にとって過

度な事務負担とならないよう十分に配慮すること。

軽油引取税の免税措置の恒久化
生産・製造工程などで使用する軽油に対する「免税措置」は令和3年3月31日をもってその期限が終了することから、中小企業・

小規模事業者の経営負担を軽減し、持続的な発展の実現のため、この免税措置に関する特例を恒久化するよう地方税法を改正する
こと。

【金融】
◎経営者保証に関するガイドラインの周知徹底と個人保証に過度に依存しない融資慣行の普及

中小企業・小規模事業者に対する事業用資金の融資について「経営者保証に関するガイドライン」により経営者の個人保証に依
存しない融資割合が増加傾向にあるが、今後も人的保証等に過度に依存しない融資慣行が定着するよう金融機関に対してガイドラ
インの積極的な活用を促すこと。
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【労働】
協会けんぽへの財政支援の拡充

協会けんぽは、中小企業の従業員等をはじめ2,300万人超が加入しており、保険料率の引き上げが実施されれば、加入者の生活の
みならず中小企業の経営にも大きな支障をきたすため、国庫補助率を健康保険法で定められている上限の20％に引き上げること。

地域の中小企業・小規模事業者の現下における経営の実情を踏まえた最低賃金の見直しについて
最低賃金の設定にあたっては、地域の経済情勢及び中小企業の経営環境、雇用の実態等を考慮して設定するものであり、全国一

律の最低賃金引き上げや、引き上げを前提とした検討は行わないこと。

外国人技能実習制度に関する諸手続の円滑化
外国人技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律の施行に伴い、技能実習制度の認定、技能実習実施者の届出、

監理団体の許可等について、新たに発足した外国人技能実習機構（OJIT）がその事務処理を担っているところであるが、各種許認
可等の事務処理に多くの時間を要しているほか、監理団体や実習実施者においても多数の提出書類等の準備をしている。

外国人技能実習機構が行っている各種事務処理については、標準処理時間を定め、期間内の処理を徹底する等、迅速な手続きの
実現に向けた改善に努めるほか、提出する資料についても見直しを図り簡略化を検討すること。

また、在留手続き等に関する在留審査については、広域的に外国人技能実習生が増加していることを鑑み、各地方出入国在留管
理局の出張所においても充分に対応できるようにすること。

◎外国人労働者の特定技能在留資格に関する産業分野の拡大
深刻な人手不足に対応するため創設された特定技能に関する在留資格について、現在指定されている14特定産業分野に限定せ

ず、縫製業を含む様々な業界での外国人材の受入を可能にすること。

【エネルギー・環境】
◎メタンハイドレートの実用化に向けた調査研究の加速化

我が国周辺海域に賦存するメタンハイドレートは有用な国産資源として実用化を目指し国が開発計画を策定し調査研究を進め
いているところである。

日本経済の更なる躍進のため、メタンハイドレートの早期活用を目指し対策を講じること。

【工業】
◎ものづくり補助金の拡充
「ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金」は、中小企業・小規模事業者にとって、技術の高度化や新技術・新サービ

スによる生産能力の向上及び経営基盤の強化につながる非常に有効な支援策であり、2022年度までの予算措置がなされているが、
新型コロナウイルスによる経済の停滞を鑑み、2023年度以降も引き続き予算措置すること。

【商業】
大規模集客施設の郊外開発行為に対する厳正かつ適正な対処

少子高齢化・人口減少が進む中、郊外に広がった都市機能を中心部に集める「コンパクトシティ」の実現が求められる中で、大規
模集客施設の郊外開発が後を絶たない現状にある。

そこで、コンパクトシティの実現と逆行する大規模集客施設の郊外開発に当たっては、地域商店街の衰退、高齢者を含む地域住
民の生活に悪影響を与えることがないよう、行政・商店街・地域住民との合意形成を義務づけるなど、厳正かつ適正な対処を行う
こと。

◎中小企業のキャッシュレス決済に関する手数料負担の補助について
中小企業がキャッシュレス決済を導入した後に生ずる決済手数料について、その費用を補助する措置を講じること。

【サービス業】
高速道路料金制度の見直し

高速道路は、地域の発展や活性化に重要な役割を果たしているほか、輸送時間の短縮及び定時配送の確保、ドライバーの拘束時
間等労務負担の軽減等、運送業をはじめとする全ての中小企業者・小規模事業者にとって必要不可欠である。

しかし、近年の割引制度の縮小に伴う物流コストの増加が企業収益を圧迫していることから、今後も積極的に利用の促進を図る
ため、深夜割引の拡充の見直しを図るほか、長距離ほど割引率が増加する累進割引制度を創設すること。

車両制限令違反に対する罰則規定の見直しについて
平成29年4月から強化された高速道路の車両制限令違反により、事業協同組合に対して一律にETCコーポレートカードの割引停

止措置を科すことは、組合事業の継続が困難となり、違反とは無関係である大多数の組合員企業の経営を脅かす事態を招くことと
なる。

地域経済の発展に重要な役割を果たしている優良な物流事業者が巻き込まれることのないよう割引停止措置は違反を犯した企
業毎に行うなど、制度の見直しについて、各高速道路株式会社に要請すること。

◎高速道路からの長時間退出の実現について
ETC2.0搭載車にのみ認められている高速道路からの一時退出措置については、ドライバーが法令に則った休憩時間を十分確保

できるよう、適切な箇所で長時間退出が可能となるよう対策を講じること。
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全国及び東北・北海道ブロックとの景況DI値の比較

秋田県 全　国 東北・北海道

全　　体 −40.0 −28.5 −31.9

製  造  業 −33.4 −20.8 −25.4

非製造業 −44.4 −34.2 −35.4

景況天気図

好転 悪化 D.I値【景況DI値の推移［前年同月比］】
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景況DI値は製造業が回復を加速するも、
　　　　　　　　　　　　　非製造業は停滞傾向

概況（全体）
7月分の県内景況は、前年同月と比較して「好転」したとする向きが
10.0％（前回調査6.7％）、「悪化」が50.0％（同55.0％）で、業界全体のDI
値は－40.0となり、前月調査と比較し8.3ポイント回復した。
全国及び東北・北海道ブロックも全体的にDI値は回復傾向を示している
が、その回復幅は小さい。
新型コロナウイルスの影響を強く受けている業種に加え、好調な業種で
あっても原材料の高騰や部品の調達不安など、先行きを不安視する声が引
き続き多い。

業界別の状況
製造業は、業況が「悪化」したと回答する数が減り、「不変」または「好転」
したとするところが増えた。
また、非製造業においては、業種により変化がみられたものの「好転」「悪化」

「不変」の各項目の回答件数は、概ね先月と同数であり、横ばいで推移した。
結果として業界全体のDI値はわずかではあるが、好転に推移した。しか
し、依然として燃料等原材料の高騰を懸念している声が多い。
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業 界 の 声
◉製造業� （回答数：24名　回答率：100％）

【食料品（豆腐）】
コロナの終息が見られず、業況は悪くなっている。学校給食も臨時休校や学級閉鎖など需要が不安定であるほか、飲食店の閉
店も止まらない。家庭での飲食（家食）が増えたことで、スーパーの売り上げは好調であるが、スーパーで売られている豆腐
に関しては、県外品が主流であることから、県内業者で家食増加の恩恵を受けている者は少ない。

【食料品（米飯）】
売上等は回復しているものの、コロナ以前には程遠い状況かつ、労働人口減少による人手不足が顕著に表れている。

【繊維工業（繊維）】
取り扱い商品ごとに受注状況に差が出ている。ブルゾン等のカジュアル衣料は増加傾向にあり、スーツ等のビジネス系は減少
している。また、シャツやカットソーは製造の閑散期が広がる可能性がある。

【木材・木製品（一般製材）】
7月も国産材の需要が好調で（前年同月比 136％）フル生産体制を継続している。製品の受注量に対応していくため、原木の
確保が今後の大きな課題となっている。

【窯業・土石製品（生コンクリート）】
7月の出荷数量は前年87.2％。4月～7月累計で95.1％となった。今後は学校関連事業及び2017年7月の豪雨災害の特別緊急
事業に期待したい。

【鉄鋼・金属（機械金属）】
一部の原材料の値上げや、その確保が困難な状況にあり、収益悪化する企業も出てきてる。対して当面の受注を確保している
企業もあり、業種・業界における受注の差が大きくなっている。

【一般機器（金属加工）】
受注面では大半が前年同月比プラス傾向にあるが、まだ満足する量には至っていない。原材料の価格は高止まりとなっている。

【その他の製造業（漆器）】
今月も売上の減少が続いている。昨年は4月と5月の売上減少分を6月と7月で、埋め合わせできたが、今年は好転していない
状況である。

◉非製造業� （回答数：36名　回答率：100％）

【卸売業（米）】
度重なる緊急事態宣言に伴う消費の減退は変わらない。オリンピック需要も見込めていない。秋に収穫を迎える今年の米も豊
作基調であり、在庫過多に追い打ちをかけようとしている。

【小売業（みやげ品）】
コロナ以前となる2019年との売上同月比で、7月は36％であった。また、コロナ禍であった前年同月比は91％という実績で
あった。

【小売業（自動車）】
7月の新車販売台数は登録車1,900台（88.2％）、軽自動車1,527台（83.7％）、合計3,427台（86.1％）であった。

【商店街】
新型コロナ感染者が市内開催のスポーツ大会で発生したため、以降のスポーツ大会が軒並み中止となった。そのため宿泊・飲
食店を始めとする関連業者に影響が出ている。繊維関係も旅行、外出控えのため売上げは大幅に減少している。取扱商品にも
微妙な変化（外出おしゃれ着からホームウェアへの転換など）がみられる。

【サービス業（旅行）】
県内のコロナ感染者が頻繁に出てきている。消費者は感染者数の増減に敏感に反応するため、予約が変更または取消など安定
しない受注状況である。

【サービス業（建築設計）】
業況については、大きな変動はない。しかし、建築資材の価格高騰が続いており金額が定まらず、設計業務の納品時に工事費
の算出が極めて困難な状況にある。そのためコストや工期に影響し、建て主とのトラブル発生が懸念される。

【建設業（リフォーム）】
ウッドショックにより、木材の価格が50％前後値上がったが販売価格に転嫁できていない。今後の契約分については順次対
応する予定である。それにともない建設資材も10～15％値上がりしてきている。特に木材については材料として納品される
のかも不透明な場合があり、都度、確認しながらの工事となっている。

【運輸業（トラック）】
燃料価格が3年ぶりの高値となっている。この状況が続くと運送事業者の経営は極めて厳しくなる。

※�DI値とは、Diffusion Index（ディフュージョン・インデックス）の略で、増加（好転）したとする企業割合から、減少（悪化）したとする企業割合
を差し引いた値です。
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中小企業組合等 支援施策情報

事業再構築補助金（第3回公募）について　〜中小企業庁〜

業態転換環境整備支援事業について　〜秋田県〜

中小企業庁では、ポストコロナ・ウィズコロナ時代の
経済社会の変化に対応するために企業が思い切った事業
再構築に挑戦する取り組みを支援します。

事業の対象
新分野展開、業態転換、事業・業種転換、事業再編又

はこれらの取組を通じた規模の拡大等、思い切った事業
再構築に意欲を有する、以下の要件をすべて満たす中小
企業等の挑戦を支援します。

必須申請要件
①�2020年4月以降の連続する6か月間のうち、任意の3
か月の合計売上高が、コロナ以前（2019年又は2020
年1～3月）の同3か月の合計売上高と比較して10％
以上減少しており、2020年10月以降の連続する6か
月間のうち、任意の3か月の合計売上高が、コロナ以
前の同3か月の合計売上高と比較して5％以上減少し
ていること。

②�事業計画を認定経営革新等支援機関や金融機関と策定
し、一体となって事業再構築に取り組む。

③�補助事業終了後3～5年で付加価値額の年率平均3.0％
（一部5.0％）以上増加、従業員一人当たり付加価値額
の年率平均3.0％（一部5.0％）以上増加の達成。

補助金額・補助率

補助金額 補助率

中小企業
（通常枠）

従業員数に応じて
100万円～8,000万円

2／3
（6,000万円超は1／2）

中小企業
（卒業枠） 6,000万円超～1億円 2／3

中堅企業
（通常枠）

従業員数に応じて
100万円～8,000万円

1／2
（4,000万円超は1/3）

中堅企業
（グローバル
V字回復枠）

8,000万円超～1億円 1／2

この他に、緊急事態宣言特別枠、今回から新設された
最低賃金枠、大規模賃金引上枠といった類型があります。

募集締切 令和3年9月21日（火）

　　　　 補助対象経費例など詳細はこちら　　　　 補助対象経費例など詳細はこちら

【お問い合わせ先】
事業再構築補助金事務局コールセンター
ナビダイヤル　0570-012-088
IP電話用　03-4216-4080
受付時間　9：00～18：00（日祝日を除く）

秋田県では、非対面型・非接触型など新しい生活様式
に対応した販売方法やサービスの提供方法に変更又は追
加する取組を支援します。

補助対象者
県内に事業拠点を有し、かつ県内で1年以上の事業実

績がある中小企業者（非製造業）
　※�一部の業種は対象外となります。詳しくは実施要領

をご確認ください。

補助対象事業
非対面型・非接触型など新しい生活様式に対応した販

売方法やサービスの提供方法に変更又は追加する取組
【取組例】

・店内飲食からテイクアウトや移動販売等への転換
・店頭販売からECサイトを活用した提供方法への転換

補助率・補助金の額
補助率：1／2以内（グループの場合2／3）
補助額：上限100万円

補助対象経費
補助対象事業の実施に係る建物改修費、設備導入費、

広告宣伝費 等
※経常的経費など補助対象外となる経費もあります。

補助事業期間
補助交付決定日～令和4年2月28日
※�ただし、応募時に事前着手届を提出した場合は、届

出日から対象となります。

募集締切 9月21日（火）午後5時必着

　　　　　　　 詳細はこちら　　　　　　　 詳細はこちら

【お申し込み先・お問い合わせ先】
秋田県産業労働部　商業貿易課　商業・創業支援班
TEL 018-860-2244

検索

検索
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秋田県新型コロナウイルス感染防止対策飲食店認証制度について　〜秋田県〜

秋田県労働移動奨励金について　〜秋田県〜

秋田県では、安心して飲食店を利用していただくため、
一定の基準を満たす新型コロナウイルス感染防止対策を
実施し、感染リスクを低減させている飲食店を認証する

「秋田県新型コロナウイルス感染防止対策飲食店認証制
度」の申請を受け付けています。

〈申請から認証までの流れ〉
申請→申請内容審査→調査員による現地調査
→認証（専用サイトで公表）

本認証制度の申請と同時に設備導入のための「補助制
度」もお申し込みできますので、是非、ご活用ください。
なお、概要は次のとおりです。

対象者
次の全てを満たす事業者
・�県内で客席を設けて食事等を提供する飲食店を営む

事業者（宿泊業及び大企業を除く）
・「認証申請」をしている者（同時申請が必要）

補助金額
上限　1店舗あたり30万円（補助率：4／5以内）
※�複数店舗の設備導入を行う場合も、店舗ごとに上限

30万円となります。

補助対象期間
令和4年2月28日（月）まで
※令和3年4月1日以降に注文した設備等が対象です。

補助対象経費
認証取得に必要とされる飛沫感染予防、接触感染予防

及び換気による感染予防のための設備導入に要する経費

申請締切
令和4年2月28日（月）午後5時必着

　　　　　　 詳細はこちら　　　　　　 詳細はこちら

【お問い合わせ先】
秋田県新型コロナウイルス感染防止対策飲食店認証事務局
〒010-0921  秋田市大町三丁目4番1号
� マニュライフプレイス秋田5階
TEL 018-896-6622　FAX 018-863-3377
E-mail　info＠akita-ninshou.jp
受付時間　平日9：30～17：30
※土日祝日・年末年始（12/30～1/3）を除く

秋田県では、コロナ禍で離職し、他の業種から県内の
事業所に正社員等で雇用され、対象業種の従業員として
3か月以上勤務した方を対象に秋田県労働移動奨励金を
支給します。

支給対象
県が指定する職業訓練を修了等している方で、令和2

年2月14日以降にコロナ禍で離職され、他の業種から県
内の事業所に令和3年4月1日以降、正社員等で雇用され、
対象業種の従業員として3か月以上勤務した方

対象業種
建設業、土木建築サービス業、道路貨物運送業
※�建設関連や建築関連の業務であれば、ほとんどの方

が対象となります。

奨励金 30万円（1回限り）

受付締切
令和4年2月28日（当日消印有効）
※�令和3年11月末までに雇用される必要があります。

また、予算の状況により、早期に終了する場合があ
ります。

支給要件
次のいずれの項目にも該当すること
・県が指定する職業訓練を受講していること
  （※過去の受講歴も対象になる場合あり）
・�当該事業者に雇用された日前1年間において、対象

業種の正社員または1年以上の契約期間で、対象業
種の従業員として雇用されていないこと。

・�主に総務・経理等の事務的作業に従事する者として
雇用されていないこと

・当該事業所に継続して勤務する意思があること

　　　　　申請方法など詳細はこちら　　　　　申請方法など詳細はこちら

【申請受付先・お問い合わせ先】
秋田県雇用関係給付金センター
受付時間　平日9時から17時まで
　　　　　（休日及び12月29日～1月3日を除く）
受付窓口
〒010-8572  秋田市山王三丁目1番1号
秋田県産業労働部雇用労働政策課

『労働移動奨励金 担当』
TEL 018-860-2331

検索

検索
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話題の広場

話題の広場中央会事業より

支援団体

�活動レポート

管工事業危機対応力強化懇談会

不測の事態に備える
8月5日（木）、秋田市のホテルメトロポリタン秋田におい

て、秋田県管工事業協同組合連合会（太田博之理事長）を対
象に管工事業危機対応力強化懇談会が開催され、会員や任意
団体から15名が出席しました。

昨今、新型コロナウイルス感染症の流行や集中豪雨などの
自然災害の発生に伴って、企業の事業継続が困難になる事例
が多数発生しています。

特に、管工事業は市民のライフラインである上下水道を
扱っており、不測の事態によって断水や漏水等のトラブルが
発生した場合でも円滑に対応しなければならないため、事業
継続計画の策定が必要不可欠となっています。

そこで、危機対応に関する専門的見地を踏まえ、講じるべ
き対策について理解を深めることを目的に本懇談会を開催
しました。

講師には、よこお経営労務管理事務所代表の横尾徳仁氏を
迎え、これから求められる危機対応をテーマに研修会を行い
ました。

この中で横尾氏は、「様々なリスクを考えると中途半端な
計画になってしまうので、特定のリスク対応に絞って検討
し、BCP策定後には災害を想定した訓練を行うなど、運用し
ながら見直しを行い、実践的な計画にしていくことが重要」
と述べました。

研修会に続いて、懇談・意見交換が行われ、過去の非常時
対応について、講師から改善に向けたアドバイスがなされま
した。

今回の内容を踏まえて、秋田管工事業協同組合が策定する
BCPの原案の内容等について、次回の懇談会で意見交換を行
い、管工事業界で活用できる具体的な計画案の策定を目指す
こととしています。

秋田県中小企業青
年中央会（東海林正
豊会長、会員28青年

部及び個人3名）の令和3年度通常総会が7月29日（木）、
秋田市のホテルメトロポリタン秋田にて開催され、会
員17名が出席しました。

総会では、令和2年度事業報告書及び収支決算書をは
じめ、全議案が原案どおり承認・可決されました。

今年度は、新型コロナウイルスの感染状況を考慮した
上で、交流会や会員企業への視察研修等を企画する他、
会員企業の情報・サービス内容等を掲載したカタログの
利用促進を図り、会員同士の取引活発化を目指します。

また、全国中小企業青年中央会等が実施する講習会
や交流会に参加する他、県内の各青年団体との交流を
行い、青年部員の資質向上につなげていくこととして
います。

秋田県いぶりがっこ振興協議会（鈴木辰美会長、会員
3団体）の令和3年度通常総会が7月30日（金）、横手市
の横手市民会館にて開催され、会員団体等から33名が
出席しました。

総会では、令和2年度事業報告書及び収支決算書が満
場一致で承認された他、全議案が可決されました。

総会終了後には、農林水産省東北農政局の担当者を
迎え、地理的表示（GI）保護制度の運用や留意事項に関
する研修会が開催され、出席者が制度内容や生産行程
等のルールを改めて確認しました。

当協議会では、地理的表示（GI）保護制度に登録され
た「いぶりがっこ」の品質向上、販路開拓及び周知を図
るとともに、会員に対しては生産ルールの遵守を徹底
していくこととしています。

令和3年度通常総会を開催
� 〜秋田県中小企業青年中央会〜

令和3年度通常総会・研修会を開催�〜秋田県いぶりがっこ振興協議会〜

［懇談会の様子］

［通常総会の様子、挨拶する東海林会長（右）］

［通常総会の様子、挨拶する鈴木会長（右）］
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話題の広場

話題の広場

新 理 事 長 紹 介 下記の方が新しく理事長に選出されましたので、ご紹介します。

●会員組合の皆様へ●
本コーナーでは、会員組合の理事長交代について
紹介しております。新しい理事長が選出された場
合は、本会総務企画課（☎018-863-8701）までお
知らせください。

あきたレディース中央会（小畑良子会長、会員11名）
の令和3年度通常総会が8月24日（火）、秋田市のホテル
メトロポリタン秋田で開催され、会員等10名が出席し
ました。

総会では、令和2年度事業報告書及び収支決算書が満
場一致で承認されました。

また、会員数が減少し、新規加入も見込めない上、各
種の事業活動も参加者が著しく減少するなど、会の運営
が極めて困難なことから、当会の解散が決議されました。

これにより、2011（平成23）年7月の設立以来、約10
年あまりの活動に終止符を打つこととなりましたが、
今後も会員同士の交流は継続するとともに、中小企業

団体中央会の事業に積極的に参加していくこととして
おります。

これまで、当会の事業運営にご協力いただきまして、
ありがとうございました。

令和3年度通常総会を開催� 〜あきたレディース中央会〜

秋田県漆器工業協同組合
（湯沢市）� 理事長　佐藤　公 さん
組合員名  利山
役　　職  代表　　　　　 改  選  日  令和3年6月18日

中央会
令和4年度
本会助成事業を募集します
本会では、組合や業界が直面している課題等について

解決を図るため、各種助成・支援事業を実施し、組合等
の支援を行っており、この度、来年度（令和4年度）の支
援先を募集します。

♦�組合及び組合員が抱えている課題解決に取り組みた
いときは…「組合活力向上事業」
人材育成を図る研修会等を企画します！
♦若手の育成を図りたいときは…「青年部研究会事業」
青年部を対象とした研修会に活用できます！
♦専門家からアドバイスをもらいたい時は…
「トータルサポートアドバイザー事業」
ご相談内容に精通した専門家を派遣します！
組合及び組合員企業が対象です。

これらの事業は、ご応募いただいた組合等と本会担当
職員が相談・検討の上、支援させていただくオーダーメ
イドの事業です。

この機会にぜひ、組合及び組合員企業でのご活用をご
検討ください。

なお、ご不明な点がありましたら、本会までお気軽に
お問い合わせください。

中央会
くみあいピックinなかいちを
9月から開催します！
本会では、コロナ禍で各種イベントの中止や観光客

数の激減等により売上減少に直面している県内の中小
製造業者をサポートするため、秋田市内に常設の物販
スペースを設け、チャレンジショップ形式で「くみあい
ピックinなかいち」を9月1日から開催します。

月替わりで県内10の組合・団体から銘菓や工芸品等の
県産品を出品する予定ですので、ぜひ、ご来場ください。

◆開催期間　令和3年9月1日（水）～令和4年2月28日（月）
　　　　　※出店者は1か月ごとに入れ替えとなります。
◆営業時間　各日10時～18時
◆休  業  日　出店者の入れ替えに伴うバトンタッチ日、
　　　　　　年末年始（12/31～1/3）
◆開催場所　秋田市
　　　　　　「エリアなかいち 商業棟1階秋田銘品館内」

なお、9月と10月の出店者はこちら！
［9月］秋田県漆器工業協同組合、大館曲げわっぱ協同組合
［10月］秋田県菓子工業組合、倶楽部スイーツ（大館市）

ご不明な点がございましたら、本会事業振興部 工業振
興課（TEL：018-863-8701）までお問い合わせください。

［通常総会の様子］
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話題の広場

話題の広場国税庁
今年10月1日から消費税インボイス制度の登録申請の受付を開始します！
令和5年10月から消費税の仕入税額控除の方式としてインボイス制度が導入されます。本制度の導入後、インボ

イス（適格請求書）を交付できるのは、「適格請求書発行事業者」に限られ、この「適格請求書発行事業者」になるた
めには、税務署長に登録申請書を提出し、登録を受ける必要があります。

●制度導入までのスケジュール

●そもそもインボイスとは？
売手が買手に対して、正確な適用税率や消費税額等を伝えるものです。具体的には、現行の「区分記載請求書」に「登

録番号」、「適用税率」及び「消費税額等」の記載が追加されたものをいいます。

① 適格請求書発行事業者の氏名又は名称及び登録番号
② 取引年月日
③ 取引内容（軽減税率の対象品目である旨）
④ 税率ごとに区分して合計した対価の額
　 （税抜き又は税込み）及び適用税率
⑤ 税率ごとに区分した消費税額等
⑥ 書類の交付を受ける事業者の氏名又は名称

留意点
◦�売手である登録事業者は、買手である取引相手（課税事業者）から求められたときは、インボイスを交付しな

ければなりません。また、交付したインボイスの写しを保存しておく必要があります。
◦�買手は仕入税額控除の適用を受けるために、原則として、取引相手（売手）である登録事業者から交付を受け

たインボイスの保存等が必要となります。

【お問い合わせ先】
消費税軽減税率・インボイス制度電話相談センター
TEL：0120-205-553
受付時間：午前9時～午後5時（土日祝除く）

インボイスの記載事項

インボイス制度 検索

詳細はこちら詳細はこちら



本社・工場：秋田市川尻町字大川反170－49
TEL 018（864）6200（代）

建設事業部：秋田市川尻町字大川反170－19
TEL 018（888）3666

URL ： http://www.k-chiyoda.jp

『　　　　　　　』我慢 そして 飛躍

千代田興業株式
会社

代表取締役社長　藤澤 正義

  見えないけれど支えている
高度な鐵構技術で建設業界の未来に貢献する
それが“CHIYODA VISION”(チヨダ ヴィジョン）です

谷　藤　健　二
佐　藤　弘　康

太　田　博　之

秋田県鹿角市八幡平字谷内下モ平116-12
TEL 0186-34-2011
FAX 0186-34-2013

一般区域貨物自動車運送
原木・木材の伐出及び仕入・販売

八幡平貨物
株式会社

【本店営業部】
〒010-0967 秋田県秋田市高陽幸町8番17号
TEL：018-883-1888／FAX：018-883-1822

【能代東支店】
〒016-0122 秋田県能代市扇田字東扇田165-2
TEL：0185-58-2116／FAX：0185-58-2663

【酒田支店】
〒999-8438 山形県飽海郡遊佐町比子字白木23-362
TEL：0234-75-3370／FAX：0234-75-3376

【県南営業部】
〒014-0047 秋田県大仙市大曲須和町1丁目4番地57号
TEL：0187-66-3622／FAX：0187-88-8133

［URL］http://www.knbs.jp

保険とリース、相続・事業承継、
新規取次ぎ「フラット35」のご相談はお気軽にどうぞ！！
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